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諮問番号：令和４年度諮問第１号 

答申番号：令和４年度答申第３号 

 

答申書 

 

第１ 審査会の結論 

   処分庁広島市長（以下「処分庁」という。）が審査請求人に対して行った、広島市

Ａ区ａ○番○の土地（以下「本件土地１」という。）、同○番○の土地（以下「本件土

地２」という。）、同○番○の土地（以下「本件土地３」という。）及び同○番○の土

地（以下「本件土地４」という。）並びにこれらの土地（本件土地１を除く。）所在の

家屋番号○番○の家屋（以下「本件家屋」という。）に対する令和３年度分の固定資

産税の賦課決定処分（以下「本件処分」という。）についての審査請求は、理由がな

いから棄却されるべきとの審査庁広島市長（以下「審査庁」という。）の判断は、妥

当である。 

 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

   本件処分は、以下の理由から違法又は不当である。 

  １ 本件土地１、本件土地２、本件土地３及び本件土地４（以下これらを「本件各土

地」と総称する。）並びに本件家屋（以下これらを「本件各土地等」と総称する。）

に係る固定資産税は、次の(１)及び(２)の理由から宗教法人に対する特例により非課税

となるべきである。 

   (１) 本件各土地等は、「Ｂ」及び「宗教法人Ｂ総本部」と書かれた看板が掲げられ

ているとおり、宗教法人Ｂ（以下「Ｂ」という。）の総本部であり、かつ、事務

連絡が可能となる機能を備えているから、宗教活動の用に資する不動産である。 

   (２) 処分庁は、令和２年１２月２２日、同月２８日及び令和３年１月４日に本件各

土地等の現地の調査（以下「本件現地調査」という。）をしたと主張しているが、

令和２年１２月２２日は本件各土地及び本件家屋の外観は確認しているもののそ

の内部は確認しておらず、それ以外の日付については審査請求人は立ち会ってい

ないから本件家屋の内部は確認していないはずであり、本件家屋の内部を確認せ

ずして住宅であるとか非課税の固定資産ではないと分かるはずがない。 

  ２ 本件各土地等に係る固定資産税の納税義務者は次の(１)から(３)までの理由からＢで

あって審査請求人ではないにもかかわらず、処分庁は何ら法的根拠なく審査請求人

が亡Ｃ氏（平成２４年５月７日死亡。以下「亡Ｃ氏」という。）から本件各土地等

を相続したものとして審査請求人を本件各土地等に係る納税義務者とする本件処分

を行っており、本件処分は架空請求である。 

   (１) 本件各土地等は、平成２３年３月１４日付け「寄附証書」と題する書面（以下
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「本件寄附証書」という。）から明らかなとおり、亡Ｃ氏が生前の同日にＢに寄

附しており、所有者はＢであるから、納税義務者はＢである。 

   (２) 本件各土地等に係る登記簿にはいずれも所有者として亡Ｃ氏が登記されており、

当該登記をもって本件各土地等に係る納税義務者が審査請求人であるとはいえな

い。 

   (３) 広島市Ｄ区ｂの土地及び家屋並びに同市Ｅ区ｃの土地について、広島法務局が

平成２３年３月１４日付けの寄附を原因とする亡Ｃ氏からＢへの所有権移転登記

の申請を認めて土地等の全部事項証明書にその旨が記載されており、加えて、前

記ｂの土地等について、株式会社Ｆ等が令和元年５月１０日付けで根抵当権全部

解除証等をＢに対して交付している。 

  ３ その他 

   (１) 本件土地１は、令和２年に寄附先であるＢへの所有権移転のため、広島市農業

委員会から、信者用の駐車場として整備することを条件に農地の転用の許可を受

けた。当該許可後に本件土地１に、農地の転用に係る工事ができない事情が生じ、

その旨を処分庁の職員に説明したが、本件処分は農地の転用の許可後の本件土地

１の内容を前提としてなされており、これは品性卑しい卑劣な水増し請求である。 

   (２) 本件各土地等について、Ｂが令和２年１２月２１日に処分庁に対して宗教法人

の特例による非課税の申告をしたことに対する処分庁からの回答がない。 

   (３) 広島市○市税事務所（以下「○市税事務所」という。）の職員は、平成２８年

２月１２日付け「納税義務者の異動届出書等の提出について」と題する書面の中

で、「抵当権者が当該寄附について承諾していることを証する書面」等を提出す

るよう求めているが、これは詭弁であり、市民を騙す行為である。 

   (４) 平成３１年２月、広島市財政局収納対策部特別滞納整理課（以下「特別滞納整

理課」という。）は、法的根拠なく、本件土地２、本件土地３及び本件土地４並

びに広島市Ｅ区ｃの土地を審査請求人が相続したものとして代位登記したが、こ

れは職権濫用である。 

   (５) Ｂは、処分庁がＢを納税義務者であると認めないことから未納となっていた固

定資産税を納付するため、広島法務局に金銭を供託していたが、特別滞納整理課

は、令和２年７月１０日及び令和３年２月、当該金銭を受け取ることなく、審査

請求人を当該固定資産税の納税義務者として証券口座を差し押さえ、審査請求人

から現金を強奪した。 

  

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 審理員意見書の結論 

   本件審査請求は、理由がないから、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第

４５条第２項の規定により棄却されるべきである。 

 ２ 審理員意見書の理由 
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  (１) 本件処分に係る税額の算出について 

   ア 本件各土地に係る課税標準額 

    (ア) 固定資産税の額の算出方法 

     ａ 基準年度（地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）

第３４１条第６号）に係る賦課期日（法第３５９条）に所在する土地に対し

て課する基準年度の固定資産税の額は、当該土地の基準年度に係る賦課期日

における価格（法第３４１条第５号）で土地課税台帳（同条第１０号）等に

登録されたものを課税標準とし（法第３４９条第１項及び広島市市税条例

（昭和２９年広島市条例第２５号。以下「条例」という。）第６１条第１項）、

その額に税率（１．４％（法第３５０条第１項及び条例第６２条） ）を乗じ

て算出する。 

     ｂ ただし、専ら人の居住の用に供する家屋の敷地の用に供されている土地

（以下「住宅用地」という。）については、固定資産税の課税標準の特例が

適用される。そして、その面積が２００平方メートルを超えるものであり、

かつ、その面積を当該住宅用地の上に存する住居の数（当該住居が、家屋の

うち人の居住の用に供するために独立的に区画された部分又はその一部であ

る場合には、当該部分の数（地方税法施行規則第１２条の２第１項））で除

して得た面積が２００平方メートル以下のものである場合、当該住宅用地に

係る固定資産税の課税標準は、当該住宅用地に係る固定資産税の課税標準と

なるべき価格の６分の１の額となる（法第３４９条の３の２第２項第２号）。 

     ｃ また、商業地等（宅地等（法附則第１７条第２号）のうち住宅用地以外の

宅地及び宅地比準土地をいう。同条第４号。以下(１)において同じ。）のうち

当該商業地等の当該年度の負担水準（令和３年度から令和５年度までの各年

度に係る賦課期日において地目の変換等（同条第５号）がある土地について

は、当該土地の比準課税標準額（土地について、当該土地に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき価格に、当該土地に類似する土地で当該

年度の前年度に係る賦課期日に所在するもの（以下「類似土地」という。）

の固定資産税に係る前年度課税標準額を当該類似土地の当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格で除して得た数値を乗じて得た額をいう。同

条第７号。以下(１)において同じ。）を、当該土地に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格で除して得た数値。同条第８号イ。以下(１)に

おいて同じ。）が０．７を超えるものに係る令和３年度から令和５年度まで

の各年度分の固定資産税の額は、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき価格に１０分の７を乗じて得た額を当該商業地等に

係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固

定資産税額とすることとなる（法附則第１８条第５項）。 

    (イ) 課税標準額 
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     ａ 本件土地１ 

      (ａ) 本件土地１のうち畑部分は、令和３年度分の固定資産税の賦課期日（当

該年度の初日の属する年の１月１日をいう。本件においては令和３年１月

１日（法第３５９条及び条例第６６条）。以下「本件賦課期日」という。）

において農地法（昭和２７年法律第２２９号）第５条第１項本文の規定に

基づいた農地の転用の許可を受けていたことから、地目の変換等に該当す

る事情があり、かつ、商業地等に当たり、その負担水準は、０．７１（令

和３年度分の比準課税標準額（令和３年度の固定資産課税台帳（法第３４

１条第９号）に登録された価格（以下「登録価格」という。）×（類似土

地の令和２年度課税標準額÷類似土地の令和３年度の登録価格））÷令和

３年度の登録価格＝１０１万４８９７円（≒１４１万６８６３円×（１０

１万４８９７円÷１４１万６８６３円） ）÷１４１万６８６３円≒０．７

１）である。 

        負担水準が０．７を超えることから、本件土地１のうち畑部分に係る令

和３年度分の固定資産税の課税標準額は、当該年度の登録価格１４１万６

８６３円に１０分の７を乗じて得た額である９９万１８０４円となる。 

      (ｂ) 本件土地１のうち雑種地（雑草等が生育等している状態）部分は、本件

賦課期日において農地法第５条第１項本文の規定に基づいた農地の転用の

許可を受けていたことから、地目の変換等に該当する事情があり、かつ、

商業地等に当たり、その負担水準は、０．９９（令和３年度分の比準課税

標準額（令和３年度の登録価格×（類似土地の令和２年度課税標準額÷類

似土地の令和３年度の登録価格） ）÷令和３年度の登録価格＝４４万６３

５９円（≒４４万８２３０円×（４４万６３５９円÷４４万８２３０円

） ）÷４４万８２３０円≒０．９９）である。 

        負担水準が０．７を超えることから、本件土地１のうち雑種地部分に係

る令和３年度分の固定資産税の課税標準額は、当該年度の登録価格４４万

８２３０円に１０分の７を乗じて得た額である３１万３７６１円となる。 

      (ｃ) 本件土地１に係る令和３年度分の固定資産税の課税標準額は、畑部分に

係る当該課税標準額９９万１８０４円と雑種地部分に係る当該課税標準額

３１万３７６１円とを合計した１３０万５５６５円となる。 

     ｂ 本件土地２、本件土地３及び本件土地４ 

      (ａ) 本件土地２、本件土地３及び本件土地４は、一体として、専ら人の居住

の用に供する家屋である本件家屋の敷地の用に供されている一画地の土地

である。 

      (ｂ) 一画地の土地である本件土地２、本件土地３及び本件土地４の面積は、

３９２．１１平方メートルである。 

      (ｃ) しかし、前記(ｂ)の面積を当該住宅用地の上に存する住居の数（人の居住
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の用に供するために独立的に区画された部分又はその一部の数）で除して

得た面積は２００平方メートル以下となる。 

      (ｄ) 前記(ａ)から(ｃ)までにおいて述べたことから、それぞれの土地における令

和３年度分の固定資産税の課税標準額は次のとおりとなる。 

       ① 本件土地２は、３８万４１５５円（当該土地の課税標準となるべき価

格２３０万４９３２円の６分の１の額）。 

       ② 本件土地３は、４４万３７８５円（当該土地の課税標準となるべき価

格２６６万２７１５円の６分の１の額）。 

       ③ 本件土地４は、５１万５０６１円（当該土地の課税標準となるべき価

格３０９万０３６９円の６分の１の額）。 

     ｃ 合計 

       本件各土地に係る令和３年度分の固定資産税の課税標準額の合計は、２６

４万８５６６円となる。 

   イ 本件家屋に係る課税標準額 

    (ア) 固定資産税の額の算出方法 

      基準年度に係る賦課期日に所在する家屋に対して課する基準年度の固定資産

税の額は、当該家屋の基準年度に係る賦課期日における価格で家屋課税台帳

（法第３４１条第１２号）等に登録されたものを課税標準とし（法第３４９条

第１項及び条例第６１条第１項）、その額に税率を乗じて算出する。 

    (イ) 課税標準額 

      本件家屋に係る令和３年度分の固定資産税の課税標準額は、登録価格と同額

の２９８万６６１９円である。 

   ウ 税額 

    (ア) 課税標準額の合計 

      本件各土地等に係る令和３年度分の固定資産税に係る課税標準額の合計は、

５６３万５０００円（１０００円未満の端数金額切捨て（法第２０条の４の２

第１項））である。 

    (イ) 固定資産税の額 

      前記(ア)の課税標準額に税率（１．４％）を乗じると、本件各土地等に係る令

和３年度分の固定資産税の額は、７万８８００円（１００円未満の端数金額切

捨て（法第２０条の４の２第３項））となる。 

   エ 小括 

     以上のとおり、本件各土地等に係る令和３年度分の固定資産税の額を７万８８

００円とする本件処分は、前記ウ(イ)の額と同額であり、適正に行われていること

が認められる。 

  (２) 本件各土地等が法第３４８条第２項第３号の境内建物又は境内地に該当するとい

えるかについて 
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   ア 境内建物及び境内地に係る法の規定等 

    (ア) 法の規定 

      法第３４８条第２項本文は、固定資産が同項第３号の宗教法人が専らその本

来の用に供する宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第３条に規定する境

内建物及び境内地に該当する場合には固定資産税を課することができない旨規

定している。 

    (イ) 宗教法人法の規定 

     ａ 宗教法人法第３条は、「境内建物」とは、同条第１号に掲げるような宗教

法人の同法第２条に規定する目的（宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及

び信者を教化育成すること）のために必要な当該宗教法人に固有の建物及び

工作物をいう旨規定している。 

     ｂ また、宗教法人法第３条は、「境内地」とは、同条第２号から第７号まで

に掲げるような宗教法人の同法第２条に規定する目的のために必要な当該宗

教法人に固有の土地をいう旨規定している。 

     ｃ そして、宗教法人法第３条第１号、第２号及び第４号は、それぞれ次の建

物、土地等を掲げている。 

      (ａ) 第１号 本殿、拝殿、本堂、会堂、僧堂、僧院、信者修行所、社務所、

庫裏、教職舎、宗務庁、教務院、教団事務所その他宗教法人の同法第２条

に規定する目的のために供される建物及び工作物（附属の建物及び工作物

を含む。） 

      (ｂ) 第２号 第１号に掲げる建物又は工作物が存する一画の土地（立木竹そ

の他建物及び工作物以外の定着物を含む。） 

      (ｃ) 第４号 宗教上の儀式行事を行うために用いられる土地（神せん田、仏

供田、修道耕牧地等を含む。） 

   イ 判断の枠組み 

     固定資産税は、土地、家屋等の資産価値に注目し、その所有という事実に担税

力を認めて課する一種の財産税と解される。これは、一般に固定資産を基礎とし

て種々の経済的活動が行われ、その結果収益が生じることを期待できることに注

目して、そうして得られるであろう収益をもって税負担を賄うことが想定されて

いるものと解すべきである。 

     そうすると、法第３４８条第２項第３号が宗教法人が専らその本来の用に供す

る宗教法人法第３条に規定する境内建物及び境内地に対しては固定資産税を課す

ることができない旨規定しているのは、①宗教の教義を広め、儀式行事を行い、

及び信者を教化育成するために必要な当該宗教法人にとって本来的に欠くことの

できない建物及び土地（同条に規定する境内建物及び境内地）であって、②専ら

その本来の用に供されるものは、宗教法人本来の目的である宗教の教義を広め、

儀式行事を行い、及び信者を教化育成するという宗教法人の本質的な活動（以下
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「宗教活動」という。）に専ら使用されるものであり、その性質上これらが経済

的活動の基礎となって収益が生じることを通常期待できず、固定資産税の負担を

期待することが可能な程度の担税力を実質的に認めることができないので、これ

らを課税の対象から除外したものと解することができる。 

     このため、法第３４８条第２項第３号の「宗教法人が専らその本来の用に供す

る宗教法人法第３条に規定する境内建物及び境内地」との要件は、①「宗教法人

法第３条に規定する境内建物及び境内地」との部分については、同法の解釈上、

既に述べたように、宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成す

るために必要な当該宗教法人にとって本来的に欠くことのできない建物及び土地

の意味と解すべきであるが、②「専らその本来の用に供」されるものとの部分に

ついては、以上のような観点から考えるべきであり、宗教の教義を広め、儀式行

事を行い、及び信者を教化育成するという宗教法人の本質的な活動（宗教活動）

のために専ら使用されるものであることを意味するものと解すべきである。 

     そして、前記法第３４８条第２項第３号の要件該当性の判断は、一般の社会通

念に基づいて外形的、客観的にこれを行うべきものである。具体的には、対象家

屋及び対象地の実際の使用状況について、賦課期日に加え、賦課期日以前の状態

をも踏まえて認められる外形的、客観的事実関係に基づき、一般の社会通念に照

らして賦課期日現在において同号の要件が認められるか否かを判断すべきであり、

また、そうすることをもって足りるものと解するのが相当である（境内地のみを

対象としているものではあるものの、東京高裁平成２０年１０月３０日判決（裁

判所ＷＥＢ）に同旨）。 

   ウ 本件各土地等の法第３４８条第２項第３号該当性 

     前記ア及びイを前提に、本件各土地等が本件賦課期日において法第３４８条第

２項第３号の境内建物又は境内地に該当するといえるかどうかについて検討する。 

    (ア) 審査請求人は、本件各土地等には「Ｂ」及び「宗教法人Ｂ総本部」と書かれ

た看板が掲げられているとおりＢの総本部であり、かつ、事務連絡が可能とな

る機能を備えていることをもって、法第３４８条第２項第３号の境内建物及び

境内地に該当する旨主張している（前記第２の１(１)）。 

      しかしながら、前記主張等のみをもって、本件各土地等が宗教の教義を広め、

儀式行事を行い、及び信者を教化育成するために必要なＢにとって本来的に欠

くことのできない建物及び土地であり、かつ、宗教活動のために専ら使用され

るものであることが一般の社会通念に基づいて外形的、客観的に認められると

まではいえない。 

    (イ) 一方で、処分庁は、審査請求人から令和２年１２月２１日に本件各土地等に

係る条例第５５条の規定に基づく申告書が提出されたことから、本件各土地等

について本件現地調査を行い、本件家屋については令和２年度分の固定資産税

の賦課決定処分（本件家屋が住宅である等として行ったもの）に係る賦課期日
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時点から利用状況の変化が見受けられなかったことを理由に住宅であると、本

件土地２、本件土地３及び本件土地４については本件家屋の敷地であると、本

件土地１については上段部分は畑であり下段部分は雑草等が生育等している状

態であるとそれぞれ判断し、また、本件各土地等が宗教活動のために専ら使用

されている外形的な事実はないと判断した。 

      その上で、処分庁は、法第３５３条の規定に基づき、審査請求人に対し本件

各土地等が宗教活動のために専ら使用されていることが客観的に確認できる書

類等の提出を求めている。これに対し、令和３年１月１５日、審査請求人は、

令和元年１１月２７日付け「總務会議事録」と題する書面、同日付け「責任役

員会議事録」と題する書面、Ｂの法人の履歴事項全部証明書及び「Ｂ早わかり」

と題する書面の各写しを提出しているが、処分庁は、前記履歴事項全部証明書

の写しにはＢの主たる事務所の所在地として広島県Ｇ市ｄ○番地の○が記載さ

れており本件各土地等の所在地が記載されていないこと等から、本件各土地等

が宗教活動のために専ら使用されている客観的な事実はないと判断した。 

    (ウ) この点、処分庁が前記(イ)のとおり本件現地調査により本件各土地等は住宅等

であると判断したことに不合理な点は認められない。また、審査請求人が処分

庁に提出した前記(イ)の書類は、「總務会議事録」及び「責任役員会議事録」の

各写しにおいてＢが広島市Ａ区ａ○番○号（本件家屋の住所地）に総本部を移

転した旨の記述があることは確認できる一方で、履歴事項全部証明書の写しに

おいてはＢの主たる事務所の所在地が広島県Ｇ市ｄ○番地の○と記載されてい

るという相違が生じており、少なくともＢの総本部が本件家屋の住所地にある

ことが客観的に認められるものとまではいえない。 

    (エ) 処分庁は、本件各土地等が宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を

教化育成するために必要なＢにとって本来的に欠くことのできない建物及び土

地であるか否かはもちろん、宗教活動のために専ら使用されるものであるか否

かまでを外形的、客観的に確認する必要があるところ、本件現地調査等により

確認できない部分については、申告者の提出する書類等をその判断の基礎とせ

ざるを得ない。しかしながら、審査請求人から前記(イ)の書類以外の書類等が提

出された事情も見受けられない。 

      本件審査請求において、審査請求人は、前記(ア)の主張の証拠資料として「Ｂ」

等と書かれた看板を写した写真を提出している。しかしながら、前記(イ)の書類

に当該写真を加えたからといって、これらの書類等をもって、本件各土地等が

宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成するために必要なＢ

にとって本来的に欠くことのできない建物及び土地であることが一般の社会通

念に基づいて外形的、客観的に認められるとまではいえないと評価することが

妥当である。 

      また、仮にＢが本件家屋の住所地に総本部を移転していること及び本件各土
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地等が宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成するために必

要なＢにとって本来的に欠くことのできない建物及び土地であることを認定で

きたとしても、これらの書類等のみをもって、本件各土地等が宗教活動のため

に専ら使用されるものであることが一般の社会通念に基づいて外形的、客観的

に認められるとまではいえない。 

    (オ) これに加えて、本件審査請求における本件各土地等の利用実態に係る主張

（前記第２の１(１)）とおおむね同様のものを広島市Ｄ区ｂの家屋等に係る主張

として審査請求人が行った審査請求人と処分庁との間における訴訟の判決（以

下「○地裁平成２９年判決」という。）では、前記ｂの家屋等について、審査

請求人（原告）は「教団本部として利用し（中略）ていると供述するものの、

宗教活動の内容としては、文化庁や広島県からの連絡を受けること、傘下の宗

教団体から必要に応じて連絡を受けることを挙げるにとどまっている。」こと

等に照らせば、「宗教の教義をひろめ、儀式行事を行い、及び信者を教化育成

するという主たる目的のために必要な固有の建物及び土地に当たるとは認め難

い。」（２６ページ５～１３行目）とされ、法第３４８条第２項第３号の境内建

物及び境内地には該当しない旨が判示されている。また、本件審査請求におい

て同様の主張は見受けられないものの、審査請求人は同訴訟において本件各土

地等について「お供え用のニンニクを栽培していると主張し、その主張に沿う

供述を」していたが、○地裁平成２９年判決では、本件各土地等が「宗教の教

義をひろめ、儀式行事を行い、及び信者を教育育成するという主たる目的のた

めに必要な固有の建物及び土地に当たるとは認め難い」（２６ページ１６～１

９行目）とされ、同号の境内建物及び境内地には該当しない旨が判示されてい

る。 

      これらのことから、本件各土地等が宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及

び信者を教化育成するために必要なＢにとって本来的に欠くことのできない建

物及び土地であり、かつ、宗教活動のために専ら使用されているものであると

いう法第３４８条第２項第３号の要件に該当することが客観的に確認できる書

類等とは、○地裁平成２９年判決に記載されている同号の境内建物及び境内地

には該当しない旨の内容を覆すに足りる程度のものである必要がある。 

      この点、前記(イ)の書類及び前記(エ)の写真は○地裁平成２９年判決に記載され

ている前記内容を覆すに足りる程度のものとはいえない。 

      そうであれば、なおのこと、審査請求人が提出した前記(イ)の書類及び前記(エ)

の写真によって、本件各土地等が宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信

者を教化育成するために必要なＢにとって本来的に欠くことのできない建物及

び土地であり、かつ、宗教活動のために専ら使用されているものであると認定

することはできない。 

    (カ) 以上のことから、本件各土地等は、法第３４８条第２項第３号の境内建物又
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は境内地に該当するとはいえない。また、処分庁は、本件各土地等が宗教活動

のために専ら使用されていることを示す外形的、客観的な事実が認められなか

ったことをもって同項本文の規定は適用できないとしていることから、その取

扱いに違法又は不当な点は見受けられない。 

      なお、審査請求人は、処分庁は本件家屋の内部を確認していないはずであり

本件家屋の内部を確認せずして住宅であり非課税の固定資産ではないと分かる

はずがない旨主張しているが（前記第２の１(２)）、本件各土地等が法第３４８

条第２項第３号の境内建物又は境内地に該当するとはいえないこと及び処分庁

の本件各土地等に同項本文の規定は適用できないとした取扱いに違法又は不当

な点は見受けられないことは前記で述べたとおりであり、審査請求人の主張は

理由がない。 

  (３) 本件各土地等の納税義務者について 

   ア 固定資産税の納税義務者に関する法の規定 

    (ア) 法第３４３条第１項は、固定資産税は、固定資産の所有者に課する旨規定し

ている。 

    (イ) 法第３４３条第２項は、同条第１項の所有者とは、土地又は家屋については、

登記簿又は土地補充課税台帳若しくは家屋補充課税台帳に所有者として登記又

は登録されている者をいう旨規定した上で（同条第２項前段）、当該所有者と

して登記又は登録されている個人が賦課期日前に死亡しているときは、同日に

おいて当該土地又は家屋を現に所有している者をいうものとする旨規定してい

る（同項後段）。 

   イ 相続に関する民法の規定 

    (ア) 民法（明治２９年法律第８９号）第８８２条は、相続は、死亡によって開始

する旨規定している。 

    (イ) 民法第８８７条第１項は、被相続人の子は、相続人となる旨規定している。 

    (ウ) 民法第９１５条第１項は、相続人は、自己のために相続の開始があったこと

を知った時から３か月以内に、相続について、単純若しくは限定の承認又は放

棄をしなければならない旨規定している。 

    (エ) 民法第９２０条は、相続人は、単純承認をしたときは、無限に被相続人の権

利義務を承継する旨規定している。 

    (オ) 民法第９２１条は、相続人が同法第９１５条第１項の期間内に限定承認又は

相続の放棄をしなかったとき（同法第９２１条第２号）等には単純承認をした

ものとみなす旨規定している。 

    (カ) 民法第９２４条は、相続人が限定承認をしようとするときは、同法第９１５

条第１項の期間内に、相続財産の目録を作成して家庭裁判所に提出し、限定承

認をする旨申述しなければならない旨規定している。 

    (キ) 民法第９３８条は、相続の放棄をしようとする者は、その旨を家庭裁判所に
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申述しなければならない旨規定している。 

    (ク) 民法第９３９条は、相続の放棄をした者は、その相続に関しては、初めから

相続人とならなかったものとみなす旨規定している。 

   ウ 法第３４３条第２項後段の現に所有している者について 

     法第３４３条第２項後段は、所有者として登記されている個人が固定資産税の

賦課期日前に死亡しているときは、土地又は家屋の所有者とは、同日において当

該土地又は家屋を現に所有している者をいう旨定めているところ、これは、当該

賦課期日において所有者として登記されている個人が当該賦課期日前に死亡し、

登記簿上は依然として既に現存しない個人の名義が登記されている場合に、飽く

まで登記簿上の所有者に対し課税するとの建前をとれば、賦課期日現在において

既に人格の存在しないものに対して納税義務が生じることはないわけで、したが

って、何人かがその納税義務を承継するということも起こり得ず、他方、現に当

該土地又は家屋を所有している者があっても、これに課することができないとい

うことは不合理であるから、前記場合については、当該土地又は家屋を現実に所

有する者に課税することとした趣旨であると解される（神戸地裁平成２６年（行

ウ）第６１号平成２７年６月２３日判決に同旨）。 

   エ 民法の規定に従った場合の本件各土地等を現に所有している者について 

     本件各土地等は本件賦課期日当時その登記簿に所有者として亡Ｃ氏が登記され

ていたこと及び亡Ｃ氏は本件賦課期日前の平成２４年５月７日に死亡しているこ

とから、本件賦課期日における本件各土地等は法第３４３条第２項後段の所有者

として登記されている個人が固定資産税の賦課期日前に死亡しているときに該当

するため、同条第１項上の本件各土地等の所有者は、本件賦課期日において本件

各土地等を現に所有している者となる。 

     この点、亡Ｃ氏の法定相続人は審査請求人及びＨ氏であると認められるところ、

○家庭裁判所家事訟廷事務室から広島市○区長宛てに送付された平成２５年１月

２９日付け「回答書」と題する書面の写しから、Ｈ氏が相続放棄の申述をしてい

ることが確認でき、また、審査請求人が民法第９１５条第１項の期間内に限定承

認又は相続放棄の申述をしていないことが推定される。 

     そして、審査請求人が当該推定に反する主張等をしている事情は見受けられな

い。 

     以上のことから、審査請求人は、亡Ｃ氏の唯一の相続人となるとともに、民法

第９２１条第２号の規定から単純承認したものとみなされ、同法第８８２条及び

第９２０条の規定から平成２４年５月７日に無限に亡Ｃ氏の権利義務を承継した

と認定するのが相当である。 

     よって、本件賦課期日における本件各土地等の法第３４３条第２項後段の現に

所有している者は、民法の相続に関する規定からは、審査請求人と認めるのが相

当である。 
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   オ 亡Ｃ氏からＢへの本件各土地等の寄附について 

     審査請求人は、本件各土地等は本件寄附証書から明らかなとおり亡Ｃ氏が生前

の平成２３年３月１４日にＢに寄附しており所有者はＢであるから納税義務者は

Ｂである旨主張している（前記第２の２(１)）ことから、以下検討する。 

    (ア) 処分庁は、令和２年１２月２２日に審査請求人から本件各土地等は亡Ｃ氏か

らＢに寄附されたものである旨の申出があったことから、同日、法第３５３条

の規定に基づき、審査請求人に対し本件各土地等の所有者がＢであることを客

観的に確認できるものの提出を求め、令和３年１月１５日、審査請求人から、

本件寄附証書の写しに加えて、本件土地２、本件土地３及び本件土地４並びに

本件家屋に係る登記完了証（審査請求人への所有権移転登記について錯誤を原

因とする抹消登記が完了した旨の通知）の写しが提出されていることが認めら

れる。 

      そして、審査請求人は、処分庁による令和３年２月４日の再度の書類等の提

出依頼に応じておらず、前記書類以外に処分庁に提出したものはない。 

    (イ) 本件寄附証書の写しには、亡Ｃ氏がＢに次のａ及びｂの各物件を寄附する旨

が記載されている。 

     ａ 土地 

      (ａ) 広島市Ｄ区ｂ○－○ 宅地 １０１．３５㎡ 

      (ｂ) 広島市Ｅ区ｃ○－○ 宅地 １６６．９４㎡ 

      (ｃ) 広島市Ａ区ａ○－○ 田 ６９４．００㎡ 

      (ｄ) 広島市Ａ区ａ○－○ 宅地 １３２．２３㎡ 

      (ｅ) 広島市Ａ区ａ○－○ 宅地 １５２．７６㎡ 

      (ｆ) 広島市Ａ区ａ○－○ 宅地 １５０．３８㎡ 

     ｂ 建物 

      (ａ) 広島市Ｄ区ｂ○－○－○ 事務所：鉄骨造 ９７．３６㎡ 

      (ｂ) 広島市Ｄ区ｂ○－○－○ 事務所：鉄骨造 ９７．３６㎡ 

      (ｃ) 広島市Ｄ区ｂ○－○－○ 住宅：鉄骨造 ９５．３０㎡ 

      (ｄ) 広島市Ｄ区ｂ○－○－○ 住宅：鉄骨造 １３．１６㎡ 

      (ｅ) 広島市Ａ区ａ○－○ 住宅 ２７８．６８㎡ 

      前記の各物件のうち、ａの(ｃ)から(ｆ)までの各土地は本件各土地であり、ｂ(ｅ)

の建物は本件家屋であることから、本件寄附証書の写しに亡Ｃ氏がＢに本件各

土地等を寄附する旨が記載されていることは確認できる。 

    (ウ) しかしながら、次のａからｈまでに掲げる書類の記述等から、審査請求人が

亡Ｃ氏が所有していた本件各土地等を相続したと自認していることがうかがえ

る。 

     ａ 広島市長の平成２７年５月２７日に提起した平成２７年度分の固定資産税

等の賦課決定処分についての平成２６年法律第６８号による改正前の行政不
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服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定に基づく異議申立てに

係る決定書の写しの異議申立ての理由における本件各土地等「は、Ｂに～無

償で提供している」との記述（１ページ下から８～４行目）。 

     ｂ 審査請求人の平成２８年５月２３日付け「平成２８年度固定資産税・都市

計画税の価格についての異議申し立て」と題する審査請求書の写しにおける

「昭和６３年より当該土地・建物の全部もしくは一部を文部科学大臣認証包

括宗教法人Ｂに～無償で提供しており」との記述（１ページ下から１０～６

行目。前記「当該土地・建物」は、本件各土地等並びに広島市Ｄ区ｂの土地

及び家屋を指している。以下ｃ及びｄにおいて同じ。）。 

     ｃ 審査請求人の平成２９年５月３０日付け「平成２９年度固定資産税・都市

計画税の価格についての異議申し立て」と題する審査請求書の写しにおける

「昭和６３年より当該土地・建物の全部もしくは一部を文部科学大臣認証包

括宗教法人Ｂに～無償で提供しており」との記述（１ページ下から１０～６

行目）。 

     ｄ 審査請求人の平成３０年６月３０日付け「平成３０年度固定資産税・都市

計画税の価格についての異議申し立て」と題する審査請求書の写しにおける

「昭和６３年より当該土地・建物の全部もしくは一部を文部科学大臣認証包

括宗教法人Ｂに～無償で提供しており」との記述（１ページ下から１０～６

行目）。 

     ｅ 広島市農業委員会のＡ区５条許可（農地転用）受付処理簿の写しにおける

「亡Ｃ 相続人 Ｉ」との記載（本件土地１に係るもの）。 

     ｆ 審査請求人及びＢから広島市農業委員会会長に宛てた令和３年４月２８日

付け「取消願」と題する書面の写しにおける「亡Ｃ 相続人 Ｉ」との記載

（本件土地１に係るもの）。 

     ｇ 令和２年９月９日付け登記申請書の写しの「権利者」の項における「Ｃ」

「相続人 Ｉ」との記載（本件土地２、本件土地３、本件土地４及び本件家

屋に係るもの）。 

     ｈ 令和２年９月９日付け登記原因証明情報の写しの「当事者」の項における

「亡Ｃ」「上記相続人」「Ｉ」との記載（本件土地２、本件土地３、本件土地

４及び本件家屋に係るもの）。 

    (エ) 前記(イ)から本件寄附証書の写しに亡Ｃ氏がＢに本件各土地等を寄附する旨が

記載されていることは確認できるものの、前記(ウ)の事情からすると本件寄附証

書の写しのみをもって直ちに本件賦課期日における本件各土地等の所有者がＢ

であると認めることまではできない。そして、審査請求人は本件寄附証書以外

に前記(ア)の登記完了証しか提出していないから、これらの書類をもって本件各

土地等の所有者がＢであることを認めることまではできないとすることが相当

である。 
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   カ 小括 

     以上のことから、本件賦課期日における本件各土地等の法第３４３条第２項後

段の現に所有している者は、民法第９２１条第２号等の規定に従って審査請求人

であると認定することが相当であり、処分庁が審査請求人の令和２年１２月２２

日の申出等によって本件処分における納税義務者をＢとしていないことについて、

違法又は不当な点は見受けられない。 

   キ 審査請求人の主張について 

    (ア) 審査請求人は、本件各土地等に係る登記簿にはいずれも所有者として亡Ｃ氏

が登記されており当該登記をもって本件各土地等に係る納税義務者が審査請求

人であるとはいえない旨主張しているが（前記第２の２(２)）、当該登記等から

法第３４３条第２項後段の規定に該当することとなり同項後段の本件各土地等

を現に所有している者は審査請求人であると認定することが相当であることは

前記アからカまでにおいて述べたとおりであり、審査請求人の主張は理由がな

い。 

    (イ) また、審査請求人は、広島市Ｄ区ｂの土地及び家屋並びに同市Ｅ区ｃの土地

について、広島法務局が平成２３年３月１４日付けの寄附を原因とする所有権

移転登記の申請を認めていること及び株式会社Ｆ等が根抵当権全部解除証等を

Ｂ宛てで作成していることから、Ｂが本件各土地等についても所有権を有して

いる旨主張しているが（前記第２の２(３)）、そもそも審査請求人が主張の前提

とする土地は、いずれも本件各土地等ではない別の固定資産であるため、前記

根抵当権全部解除証等のみをもって本件各土地等の所有者がＢであると主張す

ることは失当である。 

      なお、登記官は、登記申請書及び附属書類について、登記申請が形式上の要

件を具備しているかいないかのいわゆる形式審査をなし得るにとどまり、進ん

でその登記事項が真実であるかどうかのいわゆる実質的審査までする権限を有

するものではない（最高裁昭和３５年４月２１日第一小法廷判決（裁判所ＷＥ

Ｂ））。 

  (４) 審査請求人のその他の主張について 

   ア 審査請求人は、農地の転用の許可後の本件土地１に農地の転用に係る工事がで

きない事情が生じたため、その旨を処分庁の職員に説明したが、本件処分は農地

の転用の許可後の本件土地１の内容を前提としてなされており、これは「品性卑

しい卑劣な水増し請求」である旨主張している（前記第２の３(１)）。当該主張は、

「水増し請求」である等の記載からすると登録価格についてのものと考えられる

が、次のとおり失当である。 

    (ア) 固定資産税に係る固定資産の登録価格についての不服申立て等に係る法の規

定は、以下のとおりである。 

     ａ 法第４３２条第１項は、固定資産税の納税者は、その納付すべき当該年度
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の固定資産税に係る固定資産の登録価格について不服がある場合においては、

固定資産評価審査委員会に審査の申出をすることができる旨規定している。 

     ｂ 一方、法第４３２条第３項は、固定資産税の賦課についての審査請求にお

いては、前記ａにより審査を申し出ることができる事項についての不服を当

該固定資産税の賦課についての不服の理由とすることができない旨規定して

いる。 

    (イ) 審査請求人の主張は、登録価格についてのものと考えられるところ、当該主

張は固定資産評価審査委員会に審査の申出ができる事項に係るものであるから、

固定資産税の賦課についての審査請求である本件審査請求においては、不服の

理由とすることができない。 

   イ 審査請求人は本件処分が違法又は不当であることの理由として以下のことを主

張しているが、いずれの主張もそれを検討することが本件処分の適法性又は適正

性に影響を与えるものではないため失当である。 

    (ア) Ｂが令和２年１２月２１日に処分庁に対して宗教法人の特例による非課税の

申告をしたことに対する処分庁からの回答がない旨の主張（前記第２の３(２)）。 

      なお、当該申告は、条例第５５条の規定に基づく申告であり、固定資産税が

賦課決定処分であることからすると、処分庁の賦課の便宜のために申告が求め

られているものと考えられるところ、そうであればそもそも当該申告に対し回

答を行う義務があるとまではいえない。仮に、本件各土地等が法第３４８条第

２項第３号の境内建物及び境内地に該当し、同項本文の規定により非課税とさ

れるのであれば、賦課決定処分がなされないこととなるだけであり、非課税の

処分というものがなされるわけでもない。 

    (イ) ○市税事務所の職員は、平成２８年２月１２日付け「納税義務者の異動届出

書等の提出について」と題する書面の中で、「抵当権者が当該寄附について承

諾していることを証する書面」等を提出するよう求めているが、これは詭弁で

あり、市民を騙す行為である旨の主張（前記第２の３(３)）。 

     ａ なお、これは、○市税事務所の職員が、寄附の事実を認定するために審査

請求人から提出された書類以外の他の客観的に確認できる書類と考えられる

ものの１つを提案した趣旨のものと考えられ、当該職員が、適切な事務処理

を行うよう努めていることがうかがえるとともに、審査請求人を騙そうとし

たというよりは、むしろ審査請求人の申出に沿えるよう努めていることがう

かがえるものと考えられる。 

     ｂ また、審査請求人は、これに関連して「固定資産税・都市計画税の納税義

務者の異動届出書」（以下「異動届出書」という。）（平成２７年１月２２日

付けのもの、平成２８年２月１０日付けのもの及び平成３１年１月１８日付

けのもの）に係る審査請求人と○市税事務所の職員とのやり取りについても

主張しているが、それらの主張が事実であるかどうかは、本件処分に影響を
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与えるものとは通常考えられない。 

       そして、処分庁の主張によれば、審査請求人は、平成２７年１月２２日付

け異動届出書及び平成２８年２月１０日付け異動届出書については最終的に

返還を求めており、審査請求人もこのことを否定しているわけではない。そ

うであれば、処分庁は、これらの異動届出書に基づいて事務を行うことがで

きない以上、当該事務の処理に不適切な部分が生じることは考えにくい。 

       また、平成３１年１月１８日付け異動届出書に係る審査請求人と○市税事

務所の職員との間におけるやり取りでは、当該職員が、本件寄附証書の写し

以外でＢが所有していることが確認できる客観的な書類等を求めたが提出が

なかったため、○地裁平成２９年判決の中で審査請求人が本件各土地等を相

続していることが前提事実とされていること等を踏まえ納税義務者の変更を

行うことはできない旨の回答をしており、当該職員の対応に不適切な点は見

受けられない。 

    (ウ) 平成３１年２月、特別滞納整理課が法的根拠なく本件土地２、本件土地３及

び本件土地４並びに広島市Ｅ区ｃの土地を審査請求人が相続したものとして代

位登記の申請をしたが、これは職権濫用である旨の主張（前記第２の３(４)）。 

      なお、法第２０条の７の規定により地方団体の徴収金の徴収について民法第

４２３条の規定が準用されており、これにより、同条第１項の「債権者は、自

己の債権を保全するため」等の要件を充たしていれば、広島市長は固定資産税

に係る徴収金を徴収する権限に基づいて、同条の規定に基づく債権者代位権を

行使して代位登記の申請をすることができる。 

    (エ) 令和２年７月及び令和３年２月、特別滞納整理課がＢが供託した金銭を受け

取ることなく審査請求人を固定資産税の納税義務者として証券口座を差し押さ

え審査請求人から現金を強奪した旨の主張（前記第２の３(５)）。 

      なお、法第３７３条等の規定によって、広島市長には固定資産税に係る徴収

金に係る債権の差押え等の滞納処分に関する権限が認められている。 

 

第４ 審査庁の裁決に対する考え方の要旨 

 本件審査請求は、審理員意見書のとおり、棄却されるべきである。 

 

第５ 調査審議の経過 

 令和４年 ４月 ７日 審査庁から諮問書を受領 

 令和４年 ４月１８日 第１回合議体会議 調査審議 

 令和４年 ５月２３日 第２回合議体会議 調査審議 

 令和４年 ６月２０日 第３回合議体会議 調査審議 

 令和４年 ７月２５日 第４回合議体会議 調査審議 
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第６ 審査会の判断の理由 

 １ 本件処分に係る税額の算出について 

   本件各土地等に係る令和３年度分の固定資産税の額の算出については、審理員意見

書のとおり法等の規定に基づき、適正に行われていることが認められる。 

 ２ 本件各土地等が法第３４８条第２項第３号の境内建物又は境内地に該当するといえ

るかについて 

  (１) 判断の枠組み 

    法第３４８条第２項本文の規定により固定資産税を課することができない固定資

産とされる同項第３号の「宗教法人法第３条に規定する境内建物及び境内地」とは、

同法の解釈上、宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成するため

に必要な当該宗教法人にとって本来的に欠くことのできない建物及び土地の意味で

あり、「専らその本来の用に供する」とは、宗教の教義を広め、儀式行事を行い、

及び信者を教化育成するという宗教法人の本質的な活動（宗教活動）のために専ら

使用することを意味するものと解される。 

    そして、法第３４８条第２項第３号の境内建物及び境内地の該当性の判断は、一

般の社会通念に基づいて外形的、客観的にこれを行うべきものである。具体的には、

対象家屋及び対象地の実際の使用状況について、賦課期日に加え、賦課期日以前の

状態をも踏まえて認められる外形的、客観的事実関係に基づき、一般の社会通念に

照らして賦課期日現在において同号の要件が認められるか否かを判断すべきであり、

また、そうすることをもって足りるものと解するのが相当である（境内地のみを対

象としているものではあるものの、前掲東京高裁平成２０年１０月３０日判決に同

旨）。 

  (２) 本件各土地等の法第３４８条第２項第３号該当性 

    処分庁は、本件現地調査を行った上で本件各土地等が宗教活動のために専ら使用

されている外形的な事実はないと判断しており、これに不合理な点は認められない。

また、処分庁は、本件現地調査により確認できない部分については、審査請求人の

提出する書類等をその判断の基礎とせざるを得ないところ、審査請求人から提出さ

れた書類等をもって、本件各土地等が宗教活動のために専ら使用されるものである

ことが一般の社会通念に基づいて外形的、客観的に認められるとまではいえない。 

したがって、本件各土地等が宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教

化育成するために必要なＢにとって本来的に欠くことのできない建物及び土地であ

り、かつ、宗教活動のために専ら使用されているものであることが一般の社会通念

に基づいて外形的、客観的に認められるとまではいえず、よって、本件各土地等は、

法第３４８条第２項第３号の境内建物又は境内地に該当するとは認められない。 

    なお、審査請求人は、処分庁は本件家屋の内部を確認していないはずであり本件

家屋の内部を確認せずして住宅であり非課税の固定資産ではないと分かるはずがな

い旨主張しているが、本件各土地等が法第３４８条第２項第３号の境内建物又は境
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内地に該当するとはいえないことは前記で述べたとおりであり、審査請求人の主張

は理由がない。 

 ３ 本件各土地等の納税義務者について 

  (１) 法第３４３条第２項後段の現に所有している者について 

    法第３４３条第２項後段は、所有者として登記されている個人が固定資産税の賦

課期日前に死亡しているときは、土地又は家屋の所有者とは、同日において当該土

地又は家屋を現に所有している者をいう旨定めている。 

これは、当該賦課期日において所有者として登記されている個人が当該賦課期日

前に死亡し、登記簿上は依然として既に現存しない個人の名義が登記されている場

合に、飽くまで登記簿上の所有者に対し課税するとの建前をとれば、賦課期日現在

において既に人格の存在しないものに対して納税義務が生じることはないわけで、

したがって、何人かがその納税義務を承継するということも起こり得ず、他方、現

に当該土地又は家屋を所有している者があっても、これに課することができないと

いうことは不合理であるから、前記場合については、当該土地又は家屋を現実に所

有する者に課税することとした趣旨であると解される（前掲神戸地裁平成２７年６

月２３日判決に同旨）。 

  (２) 本件各土地等を現に所有している者について 

    審理員意見書のとおり、審査請求人は、亡Ｃ氏の唯一の相続人であり、民法第９

２１条第２号の規定から単純承認したものとみなされ、同法第８８２条及び第９２

０条の規定により平成２４年５月７日に無限に亡Ｃ氏の権利義務を承継している。 

    よって、本件賦課期日における本件各土地等の法第３４３条第２項後段の現に所

有している者は、民法の相続に関する規定から審査請求人と認めるのが相当である。 

    なお、審査請求人は、本件各土地等に係る登記簿にはいずれも所有者として亡Ｃ

氏が登記されており当該登記をもって本件各土地等の納税義務者が審査請求人であ

るとはいえない旨主張しているが、法第３４３条第２項後段の規定に該当し、本件

各土地等を現に所有している者が納税義務者となる。 

  (３) 亡Ｃ氏からＢへの本件各土地等の寄附について 

    審査請求人は、令和２年１２月２２日、本件各土地等は亡Ｃ氏からＢに寄附され

たものである旨の申出を行っている。 

しかしながら、本件寄附証書の写しに亡Ｃ氏がＢに本件各土地等を寄附する旨が

記載されていることは確認できるものの、本件寄附証書の写しのみをもって直ちに

本件賦課期日における本件各土地等の所有者がＢであると認めることまではできな

い。そして、審査請求人は本件寄附証書の写し以外に登記完了証の写しを提出して

おり、本件土地２、本件土地３及び本件土地４並びに本件家屋について、審査請求

人への所有権移転登記が錯誤を原因として抹消登記されていることは確認できても、

本件賦課期日当時、所有者として登記されているのは亡Ｃ氏であることから、法第

３４３条第２項後段の現に所有している者が納税義務者となり、それが審査請求人
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であることは、前記(２)のとおりである。また、審査請求人は、広島市Ｄ区ｂの土地

及び家屋並びに同市Ｅ区ｃの土地について、広島法務局が平成２３年３月１４日付

けの寄附を原因とする所有権移転登記の申請を認めていること及び株式会社Ｆ等が

根抵当権全部解除証等をＢ宛てで作成していることから、Ｂが本件各土地等につい

ても所有権を有している旨主張しているが、この主張の前提となる土地等は、いず

れも本件各土地等ではない別の固定資産である。 

なお、処分庁が審査請求人から提出された審査請求書の記述等を考慮して本件各

土地等の所有者を判断したことについて、特段不合理な点は見受けられない。 

  (４) 小括 

    以上のとおり、本件賦課期日における本件各土地等の法第３４３条第２項後段の

現に所有している者は、民法第９２１条第２号等の規定に従って審査請求人である

と認定し、納税義務者とすることが相当である。 

 ４ 審査請求人のその他の主張について 

  (１) 審査請求人は、本件処分は農地の転用の許可後の本件土地１の内容を前提として

なされており、これは「品性卑しい卑劣な水増し請求」である旨主張している。 

当該主張は、「水増し請求」である等の記載からすると登録価格についてのもの

と考えられるが、当該主張は、固定資産評価審査委員会に審査の申出ができる事項

に係るものであるから、固定資産税の賦課についての審査請求である本件審査請求

においては、不服の理由とすることができない。 

  (２) 審査請求人が述べているその他の主張については、本件処分の適法性又は適正性

に影響を与えるものではなく、取消しを行うべき理由にはならない。 

５ 結論 

   以上の次第であるから、本件処分に違法性・不当性は認められない。 
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